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第１章 通則

第１ 各手続きの取扱い等

（ 。１ 補助金等に係る予算の執行の適正化に関する法律 昭和３０年法律第１７９号

以下 適正化法 という 第１４条の規定に基づく東日本大震災復興交付金 国「 」 。） （

土交通大臣が交付担当大臣であるものに限る ）事業（以下「交付金事業」とい。

う ）の実績報告書については、国土交通省所管補助金等交付規則（平成１２年。

総理府・建設省令第９号。以下「交付規則」という ）第９条によるほか、第２。

章の規定により取扱うものとする。

２ 交付金事業における残存物件等の取扱いについては、補助金等に係る予算の執

行の適正化に関する法律施行令（昭和３０年政令第２５５号。以下「適正化法施

行令」という ）第４条の規定及び「補助事業等における残存物件等の取扱いに。

」（ 。 「 」ついて 昭和３４年３月１２日付け建設省発会第７４号 以下 残存物件通知

という ）によるほか、第３章の規定により取扱うものとする。。

３ 交付金事業における額の確定等の取扱いについては、第４章の規定により取扱

うものとする。

４ 交付金事業における適正化法第２２条の規定に基づく財産処分（交付金の交付

を受けて取得し、又は効用の増加した財産で、適正化法施行令第１３条各号に定

める財産（以下「交付対象財産」という ）を、交付金の交付の目的に反して使。

用し、譲渡し、交換し、貸し付け、担保に供し、取り壊し、又は廃棄すること等

をいう。以下同じ ）の承認については、適正化法、適正化法施行令及び交付規。

則のほか、第５章の規定により取扱うものとする。

５ この通知において使用する用語は、特別の定めのある場合を除くほか、適正化

法、適正化法施行令、交付規則 「東日本大震災復興交付金制度要綱 （平成２４、 」



年１月６日付け、府復第３号・２３文科政５４号・厚生労働省発会０１０６第３

号・２３予６３３号・国官会第２３５７号・環境政発第１２０１０６００２号通

知。以下「制度要綱」という ）及び「東日本大震災復興交付金交付要綱 （平成。 」

２４年１月１６日付け国官会第２４１１号国土交通事務次官通知。以下「交付要

綱」という ）において使用する用語の例によるものとする。。

、「 」、「 」、「 」 「 」６ この通知において 地方公共団体 都道県 指定市 又は 都道県知事

とは、特定地方公共団体に該当する「地方公共団体 「都道県 「指定市」又は」、 」、

「都道県知事」をいうものとする。

７ この通知において、交付金事業者が、国土交通大臣又は地方整備局長等（地方

整備局長及び北海道開発局長をいう。以下同じ ）若しくは都道県知事あてに提。

出するものとされている様式については、交付金事業者は、内閣総理大臣を経由

して、これを提出するものとする。また、国土交通大臣又は地方整備局長等若し

くは都道県知事が、交付金事業者に対して通知等するものとされている様式につ

いては、国土交通大臣又は地方整備局長等若しくは都道県知事は、内閣総理大臣

を経由して、これを通知等するものとする。

第２章 実績報告書

第２ 完了実績報告

１ 完了実績報告書は、交付規則第９条第１項の規定により、交付金事業の完了の

日から起算して一箇月を経過した日又は完了の日の属する国の会計年度の翌年度

の４月１０日のいずれか早い日までに地方整備局長等（都道県及び指定市以外の

地方公共団体が施行する事業等については、都道県知事）に提出することとされ

ているが、特にやむを得ない事由があるものについては、完了の日の属する国の

会計年度の翌年度の６月３０日までに提出しても差し支えない。なお、いわゆる

施越工事等で交付金の交付の決定日において事業の全部が完了しているものに係

る完了実績報告書については、交付決定日をもって完了の日とみなして前記期日

までに提出するものとする。

２ 前項に規定する完了実績報告書は、第７第２項の第一号から第四号に掲げると

おりとし、その添付書類は第五号から第十号に掲げるとおりとする。

第３ 廃止実績報告書

廃止実績報告書は、交付金事業の廃止の承認を受けたとき（事情変更による交付

決定の取消しがあった場合において、すでに実施したものがあるとき）に提出する

報告書をいい、その取扱いについては、完了実績報告書の取扱いに準ずることとす

る。



第４ 年度終了実績報告

１ 交付規則第９条第２項の規定により、当該報告に係る交付決定の所属会計年度

の翌年度の４月３０日までに地方整備局長等（都道県及び指定市以外の地方公共

団体が施行する事業等については、都道県知事）に提出するものとする。なお、

記載事項について提出後に変更があった場合は、６月３０日までに訂正のうえ再

提出するものとする。

２ 交付規則第９条第２項の規定により年度終了実績報告書に添付することとされ

ている交付金受入調書については、完了実績報告の様式と同様とする。

第５ 残存物件等

残存物件等に係る返還金を国に納付するとき又は残存物件等を継続使用するとき

は、第３章の規定により、完了実績報告にあわせて申請するものとする。

第６ その他

１ 復興交付金事業計画に記載した交付対象事業を、東日本大震災復興交付金を充

てずに遂行した場合においては、当該交付対象事業が完了したときには、当該年

度に完了した交付対象事業を完了実績報告書に記載するものとする。東日本大震

災復興交付金の交付のない年度についても同様とする。

２ 復興交付金事業計画に記載された復興交付金事業等の交付期間の最終年度にお

いては、完了実績報告書とともに最終年度交付実績確認表を作成することとし、

交付期間の最終年度までの執行事業費を用いて、交付要綱の規定に基づき算出し

た要素事業交付限度額を記載するものとする。

第７ 実績報告書の様式

１ 報告書の提出部数は１部とし、様式の規格はＡ４とする。

２ 第２、第３、第５及び第６に定める完了実績報告書及び添付書類は、次の各号

に定める様式により作成するものとし、提出の際は、各号に掲げる順に編集する

ものとする。

一 完了実績報告書 様式１

二 完了実績総括表 様式２－１

三 最終年度交付実績確認表 様式２－２

四 完了事業箇所別精算額表 様式３

五 交付金受入調書 様式４

六 残存物件調書 第３章第１６

七 残材料調書 に規定する

八 発生物件調書 様式による



九 指導監督交付金精算額調書 様式５

十 完了箇所図 様式６

３ 第４に定める年度終了実績報告書は、様式７により作成するものとする。

第３章 残存物件等の取扱い

第８ 残存物件等の意義及び範囲

１ 残存物件等とは、残存物件及び発生物件をいう。

２ 残存物件とは 交付金事業により取得した機械 器具 仮設物その他の備品 以、 、 、 （

下「備品」という ）及び材料（次年度の事業に使用するため購入又は製造した。

材料を除く ）で、当該交付金事業完了の際残存しているものをいう。。

３ 前項にいう備品とは、原型のまま比較的長期の反復使用に耐える物品で、１個

又は１組の取得単価５０，０００円以上のものをいう。

４ 発生物件とは、交付金事業により附随的に発生した物件をいう。例えば

イ 容器こみ価格で購入したセメント、アスファルト等の空袋、空罐等

ロ 水路、護岸等の改修により取壊した石積の築石等

ハ 橋梁架替事業において撤去した旧橋の廃材（ただし、旧橋撤去費を交付対象

とした場合に限る ）。

ニ 軌道補修事業等において撤去される板石等（ただし、交付金事業者において

これを処分する権限のあるものに限る ）。

ホ 土地区画整理事業による移設工事において撤去した水道管その他の材料等

第９ 交付金の返還

１ 残存物件については、第１０により継続使用する場合を除き、当該物件の残存

価額に当該交付金事業の国費率を乗じて得た額を返還すべきものとする。

２ 物件を継続使用した場合（以後継続使用しない場合に限る ）において、当該。

継続使用に係る交付金事業の完了の際物件が残存するときは、継続使用に係る交

付金事業の完了の際の当該物件の残存価額にその物件を取得した交付金事業の国

費率を乗じて得た額を返還すべきものとする。

３ 前項の規定による返還金は、適正化法第７条第２項の規定による条件に基づく

納付金として取り扱うものとする。

４ 物件を１以上の補助事業（交付金事業を含む。以下同じ ）の経費と共同して。

取得した場合においては、当該物件の残存価額は、当該交付金事業及び経費を分

担した各補助事業（以下「共同取得事業」という ）の費用の割合に応じて按分。

するものとする。

５ 残存価額は、備品については、取得価額に残存価額率を乗じて得た額とし、材

料については、取得価額とする。この場合において備品の使用期間が耐用年数を



満了した場合においては、取得価額の１０％相当額を撤去費又は処分費とみなし

て、残存価値を相殺するものとする。

６ 残存価額率及び耐用年数については、残存物件通知別表第１及び別表第２を使

用するものとする。ただし、港湾関係の事業に関する物件については、港湾関係

補助金等交付規則実施要領（昭和４３年５月１８日付け港管第８１４号）別表第

１及び別表第２を使用するものとする。

７ 取得価額は、原則として現地渡価額とするが、輸送費又は据付費が別に計上さ

れている場合においては、これらの費用を控除したものとする。

８ 備品で、その使用期間が耐用年数に満たないものについては、国土交通大臣が

やむを得ないと認めた場合に限り、残存価額から撤去費又は処分費を控除するこ

とができるものとする。

９ 備品に係る返還金を国に納付する際には、残存物件調書を作成し、完了実績報

告書に添付するとともに、同報告書の該当欄に所要事項を記載するものとする。

これに対し、地方整備局長等（都道県又は指定市以外の地方公共団体が施行する

事業等については、都道県知事）は、原則として交付金の額の確定の際あわせて

返還命令書を交付するものとする。

１０ 残材料に係る返還金を国に納付する際には、残材料調書を作成し、前項の備

品と同種の方法によるものとする。

第１０ 継続使用

１ 備品で、その使用期間が耐用年数に満たないもの及び材料を継続して使用しよ

うとするときは、原則として各年度ごとに、残存物件継続使用承認申請書を地方

（ 、整備局長等 都道県及び指定市以外の地方公共団体が施行する事業等については

） 、 。都道県知事 に提出し 国土交通大臣の承認を受けなければならないものとする

ただし、備品のうち、耐用年数１年以下のもの、取得価額５００，０００円未満

のもの又は取得価額５００，０００円以上のもので残存価額が１００，０００円

未満のものについては、あらかじめ国土交通大臣の承認があったものとする。

２ 継続使用が認められるのは、交付金事業者が同一である交付金事業に限るもの

とする。

３ １以上の補助事業の経費と共同して取得した物件は、交付金事業又は共同取得

事業において継続使用し得るものとする。

４ 残存物件のうち備品を翌年度の交付金事業又は共同取得事業に継続使用しよう

とするときは、残存物件調書を作成し、完了実績報告書とともに、同報告書の該

当欄に所要事項を記載するものとする。

５ 残存物件のうち残材料を翌年度の交付金事業又は共同取得事業に使用するとき

は、残材料調書を作成し、完了実績報告書に添付するとともに 「東日本大震災、

復興交付金交付申請等要領 （平成２４年２月１０日付け国官会第２６６５号。」

以下「申請等要領」という ）第４第１項の規定により作成した書類に無代価で。

計上するものとする。



第１１ 備品の使用期間の計算方法

１ 当該備品を取得した日の属する月から、交付金事業（継続使用の場合にあって

は、継続使用に係る最終の交付金事業又は共同取得事業）の完了した日の属する

月（精算事務処理に必要な備品については、当該交付金事業に係る完了実績報告

書を作成した日の属する月）までの経過月数によるものとする。

２ 交付金事業により中古品を取得した場合においては、国土交通大臣がやむを得

ないと認めたときに限り取得前の既経過期間を使用期間に加算することができる

ものとする。

第１２ 物件の滅失又は毀損の場合の措置

１ 取得した物件が、備品についてはその使用期間が耐用年数を満了する以前に、

材料については使用される以前に、滅失（売却又は他の工事等への転用による事

業現場からの搬出を含む。以下同じ ）し、又は毀損したことにより使用不可能。

になったときは、交付金事業者の負担において代わるべき物件を補充する場合を

除き、交付金の返還を行うこととなるが、その際の備品の使用期間は、当該滅失

又は使用不可となった日の属する月までのものとして算出するものとする。

２ 前項の場合において、当該滅失又は毀損が、天災地変その他交付金事業者の責

に帰することのできない事由によるものであるときは、国土交通大臣は、備品に

ついてはその使用期間が耐用年数を満了したものとみなし、材料については使用

されたものとみなすことができるものとする。

第１３ 残存物件台帳の整備

１ 交付金事業者は、残存物件台帳を整備しておかなければならない。

２ 残存物件台帳の保存期間は、残存物件に係る交付金返還命令書の交付を受けた

時、又は材料についてはその全部を使用したとき、備品については使用期間が耐

用年数を満了したときまでとする。

第１４ 発生物件の取扱い

１ 発生物件がそのまま再利用可能なものは極力当該年度の交付金事業又は共同取

得事業に使用することとし、なお残存する場合には、翌年度の交付金事業又は共

同取得事業に再使用することができるものとするが、再使用不可能なもの及び再

使用しないものは売却処分又は評価してその額を決定し、当該物件の発生した事

業の事業費（控除額の控除後）より控除するものとする。

２ 発生物件を再使用する場合には、発生物件調書を作成し、完了実績報告書に添

付するとともに、申請等要領第４第１項の規定により作成した書類に無代価で計



上するものとする。

３ 発生物件を再使用しない場合には、速やかに売却処分して、売却額から売却処

分に要した費用を差し引いた額を決定し、また売却処分をしない場合には専門業

者２人以上の鑑定により評価し、鑑定に要した費用を差し引いた額を決定し、発

生物件調書を作成し、完了実績報告書に添付するとともに、同報告書の該当欄に

所要事項を記載するものとする。

第１５ その他

１ 備品で、その使用期間が耐用年数を満了したのち、なお使用可能なものについ

ては、なるべく交付金事業又は共同取得事業に継続使用するものとする。

２ 国土交通大臣は、特別の事情によりこの通知により難いと認める物件について

は、残存価格を時価により修正し、又は使用期間の計算方法若しくは継続使用の

範囲に関し、特例を設けることができる。

第１６ 残存物件調書等の様式

第８から第１４までに規定する書類は、次の各号に掲げる書類の種類に応じ、当

該各号に定める様式により作成するものとする。

一 残存物件継続使用承認申請書 様式８

二 残存物件調書 様式９

三 残材料調書 様式１０

四 発生物件調書 様式１１

五 残存物件台帳 様式１２

六 残存物件継続使用承認書 様式１３

第４章 額の確定の取扱い

第１７ 交付金の額の確定及び通知

１ 地方整備局長等又は都道県知事は、第２章の規定により完了実績報告書を受理

したときは、その報告に係る交付金事業が交付金の交付の決定の内容及びこれに

附した条件に適合するものであるかを調査し、適合すると認めたときは、適正化

法第１５条の規定により交付金の額を確定し、額確定通知書により当該交付金事

業者に通知するものとする。

２ 地方整備局長等又は都道県知事は、東日本大震災復興交付金の交付のない年度

において、完了実績報告書を受理した場合には、完了実績報告書に記載した交付

対象事業が復興交付金事業計画に基づき適切に遂行されたものであるかを確認

し、交付金額０円として額の確定を行うこと。



３ 地方整備局長等又は都道県知事は、復興交付金事業等の交付期間の最終年度に

おいて、最終年度交付実績確認表の提出を受けた場合には、記載内容が適正かど

うかを確認するとともに、復興交付金事業等の交付期間を通じて交付金の総額が

執行実績に基づく要素事業交付限度額を超過していないかを確認すること。

第１８ 交付金事業の是正命令

地方整備局長等又は都道県知事は、実績報告書による交付金事業の成果が交付金

の交付の決定の内容及びこれに附した条件に適合しないと認め、これに適合させる

ために適正化法第１６条第１項の規定により、当該交付金事業の是正の命令をする

ときは、是正命令書によりこれを行うものとする。なお、是正命令に従って行う交

付金事業が完了した場合は、第２章第２の取扱いとなる。

第１９ 交付金の返還命令

１ 地方整備局長等又は都道県知事は、交付金の額を確定した場合において、既に

その額をこえる交付金が交付されているときは、適正化法第１８条第２項の規定

により交付金の返還を返還命令書により命ずるものとする。なお、この場合の納

付期限は、交付金の額の確定の通知の日から２０日以内とする。ただし、当該交

付金の返還のための予算措置につき議会の承認を必要とする場合で、かつ、本文

の期限により難い場合には、交付金の額の確定の通知の日から９０日以内で適宜

返還期限を定めることができる。

２ 返納命令により発生した債権については、地方整備局長等又は都道県知事は、

債権発生通知書により債権の発生通知をするものとする。

第２０ 残存物件等の取扱い

１ 地方整備局長等又は都道県知事は、第３章の規定により残存物件継続使用承認

申請書について提出を受けた場合には、その記載事項に不備又は不適当なものが

ないかどうかを確認した上で、残存物件継続使用承認申請進達書又は残存物件継

続使用承認申請（市町村）報告書に、提出を受けた残存物件継続使用承認申請書

、 。 、を添付し これを国土交通大臣又は地方整備局長等に提出するものとする また

地方整備局長等は、都道県知事より残存物件継続使用承認申請（市町村）報告書

の提出があった場合は、残存物件継続使用承認申請進達書に当該報告書を添付の

上、これを国土交通大臣に提出するものとする。

２ 交付金により取得した残存物件で翌年度の交付金事業に使用が認められないも

の及び国土交通大臣の承認を受けていないものについては、地方整備局長等又は

都道県知事は、交付条件により当該残存物件の残存価額等に取得時の国費率を乗

じて得た金額を返還命令書により返還を命ずるものとする。また、交付金事業又

は共同取得事業に使用が認められないもの及び国土交通大臣の承認を受けていな



いものについても同様の扱いとする。

第２１ 国土交通大臣等への報告

地方整備局長等又は都道県知事は、交付金の額の確定を行った場合は、額確定報

告書又は額確定（市町村）報告書により、速やかに国土交通大臣又は地方整備局長

等に報告するものとする。また、地方整備局長等は、都道県知事より額確定（市町

村）報告書の提出があった場合は、写しを添付の上、額確定（市町村）報告に係る

報告書により、国土交通大臣に提出するものとする。

第２２ 額確定通知書等の様式

第１７から第２１までに規定する書類は、次の各号に掲げる書類の種類に応じ、

当該各号に定める様式により作成するものとする。

一 額確定通知書 様式１４

二 是正命令書 様式１５

三 返還命令書 様式１６

四 債権発生通知書 様式１７

五 残存物件継続使用承認申請進達書 様式１８

六 残存物件継続使用承認申請（市町村）報告書 様式１９

七 額確定報告書 様式２０

八 額確定（市町村）報告書 様式２１

九 額確定（市町村）報告に係る報告書 様式２２

第５章 財産処分承認基準等

第２３ 申請手続の原則

１ 地方公共団体が財産処分を行う場合には、財産処分承認申請書を地方整備局長

等あて提出し、その承認を受けるものとする。

２ 地方整備局長等は、前項の承認に当たり、別表に掲げる財産処分の区分に応じ

て、必要な場合には、国庫納付等を条件として付すものとする。ただし、地方整

備局長等が別表に掲げる財産処分の区分又は承認条件により難い事情があると認

める場合には、ほかの条件を付すか又は条件を付さないことができる。

３ 地方公共団体は、第１項の承認を受けた後、当該承認に係る財産処分の内容と

異なる財産処分を行う場合又は当該財産処分の承認に付された条件を満たすこと

ができなくなった場合には、改めて必要な手続を行うものとする。

第２４ 申請手続の特例（包括承認）



１ 地方公共団体が、次に掲げる財産処分を行う場合（有償譲渡、有償貸付け、当

（ 「 」 。） 、該財産処分により収益が見込まれる場合 以下 有償譲渡等 という を除き

かつ、道路法（昭和２７年法律第１８０号）に基づく施設等に係るものにあって

は道路（一般交通の用に供する道）本体の効用を毀損しない場合又は河川法（昭

和３９年法律第１６７号）に基づく施設等に係るものにあっては河川等の管理に

支障がない場合に限る。次項において同じ ）には、第２３第１項の規定にかか。

わらず、地方整備局長等あて財産処分報告書を提出できるものとし、当該報告書

の提出をもってその承認があったものとみなす。ただし、この報告書において、

関係法令の規定に反する場合又は記載事項の不備など必要な要件が具備されてい

ない場合には、この限りでない。なお、道路の附属物（共同溝又は電線共同溝を

除く ）は、有償譲渡等の場合でも包括承認の対象とする。。

① 交付対象事業の完了後（交付対象施設の供用開始後をいう。以下同じ ）１。

０年を経過した交付対象財産の処分

② 交付対象事業の完了後１０年を経過していない交付対象財産を処分する場合

であって、市町村の合併の特例に関する法律（昭和４０年法律第６号）に基づ

く市町村建設計画又は市町村の合併の特例等に関する法律（平成１６年法律第

５９号）に基づく合併市町村基本計画に基づいて行う処分

③ 災害又は自己の責に帰さない事由による火災等により使用できなくなった交

付対象財産の取壊し又は廃棄

２ 地方公共団体が前項の規定により地方整備局長等に報告した財産処分であっ

て、次の①又は②に掲げるものについては、それぞれ当該①又は②に掲げる承認

条件を付して承認したものとして取り扱う。

① 交 換 交換により取得される財産は適正化法第２２条の規定に準じた

扱いを受けること

② 無償貸付け 使用予定者との間で交付対象財産に係る管理協定等を締結する

こと

３ 地方公共団体は、第１項の規定による報告後、当該報告に係る財産処分の内容

と異なる財産処分を行う場合には、改めて必要な手続を行うものとする。

第２５ 間接交付の場合の財産処分の取扱い

、 、１ 地方公共団体の間接交付金の交付決定において 間接交付金事業により取得し

又は効用の増加する財産の処分について、地方公共団体の承認を受けるべき旨の

間接交付条件を付している場合であって、間接交付金事業者の財産処分の承認に

あたり当該財産処分に係る間接交付金の全部又は一部の返納を条件とした場合に

は、地方公共団体は、財産処分報告書（間接交付）を地方整備局長等あて提出す

るものとする。

２ 地方公共団体が間接交付事業者から前項の規定による返納金を収納した場合に

は、当該返納金に係る交付金相当額を国庫に納付するものとする。



第２６ その他

１ 地方整備局長等は、第２３から第２５までにより地方公共団体から受けた申請

又は報告について、記載内容の確認上必要な範囲で、追加資料の提出を求めるこ

とができる。

２ 地方公共団体が、第２３第１項又は第２４第１項により財産処分の承認を受け

た交付対象財産と同種の財産の取得を、同一の事業箇所において交付金事業によ

り計画した場合には、地方整備局長等は、当該同種財産に対する地域の需要動向

に照らして、交付金の交付について慎重に検討しなければならない。

３ 地方整備局長等は、必要に応じ、第２３第１項又は第２４第１項により財産処

分を承認した交付対象財産の利用状況について、地方公共団体から報告を求める

ことができる。

４ 地域再生法（平成１７年法律第２４号）第１８条の規定により国土交通大臣の

承認を受けたものとみなされた財産処分については、この承認基準に定める手続

を要しないものとする。

５ 処分制限期間が１０年未満である交付対象財産における第２４第１項②の運用

は、この処分制限期間内とする。

６ 交規則別表第３に定める処分の制限を受ける期間は、制度要綱別表に定める下

水道事業及び都市公園事業に係る財産の処分の制限について準用する。この場合

において 「下水道事業費補助」とあるのは「東日本大震災復興交付金（下水道、

事業に係るものに限る 」と 「公園事業費補助」とあるのは「東日本大震災復。） 、

興交付金（都市公園事業に係るものに限る 」と読み替えるものとする。。）

７ 次の①、②及び③に掲げる住宅等については、この章の規定は適用しないもの

とする。

① 災害公営住宅整備事業等対象要綱（平成２４年１月１０日付け国住備第１９

９号・国住心第８８号）において対象とする住宅等

（ ）② 住宅地区改良事業等対象要綱 平成１７年８月１日付け国住整第３８－２号

において対象とする住宅等

③ 社会資本整備総合交付金交付要綱（平成２２年３月２６日付け国官会第２３

１７号）附属第Ⅱ編１６－（８）２.第２項第二十六号に定める「都市再生住

宅等整備事業 、第三十三号に定める「公営住宅整備事業等」及び第三十四号」

に定める「住宅地区改良事業等」において対象とする住宅等

８ 制度要綱別表に定める防災集団移転促進事業のうち、次に掲げる事業について

は、第２４の規定は適用しない。

① 住宅団地の用地の取得及び造成に関する事業

② 移転促進区域内の宅地及び農地の買い取りに関する事業

９ 制度要綱別表に定める津波復興拠点整備事業については、第２４の規定は適用

しない。



第２７ 財産処分承認申請書等の様式

第２３から第２５までに規定する書類は、次の各号に掲げる書類の種類に応じ、

当該各号に定める様式により作成するものとする。

一 財産処分承認申請書 様式２３

二 財産処分報告書 様式２４

三 財産処分報告書（間接交付） 様式２５

四 財産処分承認書 様式２６

附 則

１ この要領は、平成２４年３月３０日から施行し、平成２３度予算に係る交付金

事業から適用する。

２ 第５章の規定については、この要領の発出日において、既に地方公共団体から

地方整備局長等に財産処分承認申請が行われ、かつ、地方整備局長等が承認を行

っていないものについても適用することができる。

附 則 （平成２７年４月９日付け国官会第１１１号）

１ この要領は、平成２７年４月９日から施行する。

附 則 （令和２年３月３１日付け国官会第２９９１４号）

１ この要領は、令和２年４月１日から施行する。

附 則 （令和２年１０月１４日付け国官会第１６６１２号）

１ この要領は、令和２年１０月１５日から施行する。



別表（第５章第２３関係）

財産処分区分 承認条件 国庫納付額

目的外使用 収益がある ・国庫納付 目的外使用により

（交付対象財 場合 ・目的外使用により生じる収益 生じる収益（当該

産の所有者の の年間実績額を報告するとと 交付金事業箇所に

変更を伴わず もに、その収益を当該交付金 おける交付対象施

に、使用する 事業箇所（同一の復興交付金 設の整備費及び維

こと） 事業計画（国土交通大臣が交 持管理費相当額が

付担当大臣である事業に係る ある場合にはこれ

ものに限る ）に位置付けら を除く ）のうち。 。

れた他の交付金事業個所を含 交付金相当額

む。以下同じ ）における交。

付対象施設の整備及び維持管

理に充てる場合には、それら

の実績額についても報告する

こと（目的外使用の期間が数

年にわたる場合には毎年報告

すること）

・使用予定者との間で交付対象

財産に係る管理協定等を締結

すること

収益がない 使用予定者との間で交付対象財 －

場合 産に係る管理協定等を締結する

こと

譲渡（交付対 有償 国庫納付（ただし、処分制限期 譲渡額のうち交付

象財産の所有 間の残期間内において交付条件 金相当額

者を変更する を承継する場合には国庫納付を

こと） 要しない ）。

無償 国庫納付（ただし、国又は地方 ・施設等にあって

公共団体への無償譲渡の場合、 は、当該施設等

処分制限期間の残期間内におい の整備に係る交

て交付条件を承継する場合、そ 付金交付額に、

の他地方整備局長等が個別に認 処分制限期間に

めるものについては国庫納付を 対する残存年数

要しない ） （処分制限期間。



から経過年数を

差し引いた年数

をいう。以下同

じ ）の割合を。

乗じて得た額

・用地にあって

は、時価評価額

交換（交付対象財産と他人 ・国庫納付（交換差益が生じる 交換差益額のうち

の所有する他の財産とを交 場合に限る ） 交付金相当額。

換すること） ・交換により取得される財産は

補助金等適正化法第22条の規

定に準じた扱いを受けること

貸付け（交付 有償 ・国庫納付 貸付けにより生じ

対象財産の所 ・貸付けにより生じる収益の年 る収益（当該交付

有者の変更を 間実績額を報告するととも 金事業箇所におけ

伴わずに、使 に、その収益を当該交付金事 る交付対象施設の

用者を変更す 業箇所における交付対象施設 整備費及び維持管

ること） の整備及び維持管理に充てる 理費相当額がある

場合には、それらの実績額に 場合にはこれを除

ついても報告すること（貸付 く ）のうち交付。

けの期間が数年にわたる場合 金相当額

には毎年報告すること）

・使用予定者との間で交付対象

財産に係る管理協定等を締結

すること

無償 使用予定者との間で交付対象財 －

産に係る管理協定等を締結する

こと

担保に供する処分（交付対 抵当権が実行に移される際に国 ・施設等にあって

象財産に抵当権を設定する 庫納付を行うこと は、当該施設等

こと） の整備に係る交

付金交付額に、

処分制限期間に

対する残存年数

の割合を乗じて

得た額



・用地にあって

は、時価評価額

取壊し（交付対象財産（施 国庫納付（ただし、新たに交付 施設等の整備に係

設）の使用を止め、取り壊 金の交付を受けずに代替施設を る交付金交付額

すこと） 整備する場合、その他地方整備 に、処分制限期間

局長等が個別に認めるものにつ に対する残存年数

いては国庫納付を要しない ） の割合を乗じて得。

た額

廃棄 交付対象財産 設備 国庫納付（ただし、新たに交付 設備等の整備に係（ （ ）

の使用を止め、廃棄処分を 金の交付を受けずに代替施設を る交付金交付額

すること） 整備する場合、その他地方整備 に、処分制限期間

局長等が個別に認めるものにつ に対する残存年数

いては国庫納付を要しない ） の割合を乗じて得。

た額

（備考）

１．道路の附属物（共同溝又は電線共同溝を除く ）の包括承認の場合は、有償譲渡。

等であっても国庫納付は要しない。

２．目的外使用及び貸付けにおける収益発生後、当該事業が中止となった場合には、

得られたすべての収益の交付金相当額を国庫納付すること （公共事業再評価の結。

果、中止となった場合を除く ）。



様式１

番 号
年 月 日

地方整備局長等
都道県知事 あて

報 告 者
（公印省略）

令和 年度東日本大震災復興交付金事業完了実績報告書

令和 年 月 日第 号外 件をもって交付金の交付決定の通知を受け
た標記の事業が完了したので、補助金等に係る予算の執行の適正化に関する法律（昭
和３０年法律第１７９号）第１４条前段の規定により関係書類を添え下記のとおり報
告します。

記

（単位：円）

交付決定通知額及び精算額 残存物件 交付金事業の
計画名 継続使用 実 施 期 間

箇所数 交 付 左に対する 申請件数 及 び 成 果
決定額 精算交付金額 （件）

完了箇所別精算額
表のとおり

計 画 合 計

（記載要領）

１．標題の年度は、事業年度を記載する。

２．本文冒頭の交付決定通知の年月日及び番号は、当該報告に係る最も早い交付決定のものを代

表として記載する。

３．箇所数欄は、様式３完了事業箇所別精算額表の箇所数を合算し記載する。

４．交付決定額は、様式２－１完了実績総括表のうち交付決定内容欄の交付金額の歳出予算に基

づき交付決定されたものを記載する。

５．残存物件継続使用申請件数欄は、様式９残存物件調書の翌年度継続使用分の合計件数を記載

する。

６．計画合計の行には、事業年度における復興交付金事業計画の合計を記入する。

７．標題の年度に交付を受けた指導監督交付金に係る完了実績報告にあっては、計画名欄に「指

導監督交付金」と記載すること。この場合 「計画合計」の対象範囲に指導監督交付金は含めな、

いこと。



残存価額 返納額(4)

（記載要領）
１
２
３
４

５
６

７
８

．交付決定年度の異なるもの（繰越事業等）があるときは、年度ごとにとりまとめ小計を附しておくこと。この場合計画名のあとに（繰越）のように記載
すること。
．計画合計の行には、事業年度における復興交付金事業計画の合計を記載する。
．標題の年度に交付を受けた指導監督交付金に係る完了実績報告にあっては、計画名欄に「指導監督交付金」と記載すること。この場合、「計画合計」の
対象範囲に指導監督交付金は含めないこと。

様式２－１

令和 年度 東日本大震災復興交付金事業完了実績総括表

（単位：円）

地方公共団体名

計 画 合 計

．事業の執行が2箇年以上にまたがる場合は、全体額を計上したうえ、その下行に執行年度別の内訳額を記載する。（執行年度は、備考欄に記載する。）

番
号

交付決定内容 完了事業の精算内容 交付金の精算内訳

．発生物件に係る納付金がある場合は、完了事業の精算内容欄の事業費（控除額の控除後）から発生物件の売却額又は評価額を控除し、備考欄に（発）と
してその額を記載する。

備 考
事業費

事業費
(控除額の
控除後)

交付金額 事業費
事業費

(控除額の
控除後)

翌年度以
降に調整
の必要な
事業費

交付金額
(1)

交付金受
入額(2)

受入超過
額

(2)-
(1)=(3)

残存物件等 国庫に返
納を要す

る額
(3)+(4)

計画名

．交付決定内容の事業費欄は全体事業費を記載し、事業費（控除額の控除後）欄、交付金額欄は、それぞれ交付決定を受けた事業費、国費を記載する。
．完了事業の精算内容欄は、前記交付決定の内容欄に対応した完了事業の精算額を記載する。
．受入超過額欄に受入不足又は受入未済額が生じた場合は、備考欄にその理由を簡単に記載し、当該金額は△印をもって表示する。



様式２－２

地方公共団体名

（単位：円）

(Ａ) (Ｂ) (Ａ) (Ｂ) (Ａ) (Ｂ) (Ａ) (Ｂ) (Ａ) (Ｂ) (Ａ) (Ｂ) (Ｃ) (Ｅ)

（備考）

計画名

東日本大震災復興交付金最終年度交付実績確認表

６．最終年度までの執行事業費に基づく交付限度額は、東日本大震災復興交付金交付要綱(国土交通省)に基づき、最終年度までの執行事業費から算出され
る交付限度額を記入すること。

７．最終年度までの執行事業費に基づく交付限度額は（Ｃ）の算定式は、東日本大震災復興交付金交付要綱第６条の算定式を用いて、算定過程を記入する
こと。（適宜様式の別葉に記入し添付しても差し支えない。）

番
号

交付期間における精算交付金額、執行事業費の実績

残存物
件納付
額

返還
すべき
額

(Ｆ)＝
(Ｄ)＋
(Ｅ)

交付限度額 交付金返還額

令和○年度 令和○年度 令和○年度 令和○年度 令和○年度 総計

５．執行事業費、交付金額は、各年度に提出された完了実績報告書と整合をとること。

交付対象
事業の名
称

１．本様式は、復興交付金事業計画における復興交付金事業等の交付期間の最終年度の完了実績報告書に添付すること。
２．番号は、様式３「完了事業箇所別精算額表」の番号を記入すること。
３．執行事業費は、復興交付金事業等の交付期間内に執行された事業費を、年度ごとに記入すること。
４．交付金額は、復興交付金事業等の交付期間内に交付された東日本大震災復興交付金の額を年度ごとに記入すること。

最終年度
までの執
行事業費
に基づく
交付限度
額

左：執行事業費(Ａ)／右：交付金額(Ｂ)
最終年度ま
での執行事
業費に基づ
く交付限度
額(Ｃ)の算
定式

交付期間
における
受け入れ
超過額
(Ｄ)＝
(Ｃ)－
(Ｂ)

要素事業名
(事業箇所)



本工事費
附帯
工事費

測量
設計費

用地費及
補償費

船舶及機
械器具費

換地諸費
権利変換
諸費

管理処分
諸費

（記載要領）

６．間接交付の場合には、備考欄に間接交付事業者名、間接交付金の額を記載する。

７．事業の執行が2箇年以上にまたがる場合は、全体額を計上したうえ、その下行に執行年度別の内訳額を記載する。

８．交付対象事業費は、復興交付金事業計画に記載されている交付対象事業の全体事業費の合計を記載する。

９．執行事業費は、復興交付金事業計画の計画期間内に執行された事業費の総額（本表による事業費額を含む。）を記載すること。

費目等

本工事費、測量設計費等

用地費及補償費

竣工年月日

①直営の場合：資材又は人夫雇用等の日
②請負の場合：請負契約日
③委託の場合：委託契約日

①直営の場合：売買契約日
②委託の場合：委託契約日

①用地費については、移転登記完了日又は土地の引き渡日
補償費については、物件等の移転を確認した日

②同上

①完成検査日
②同上
③契約に基づく目的物の引き渡し日

５．発生物件に係る納付金がある場合は、備考欄に（発）と記載し、その売却額又は評価額を併記する。

着工年月日

地方公共団体名

１．本表は、復興交付金事業計画ごとに作成する。

２．本表に記載する金額は承認額（上段）、実施額（下段）の二段書をもって対照表示する。この場合、承認額は交付決定の対象となった事業費であり、交付決定の変更を受けた
ものについては、変更後の事業費を記入する。なお、国土交通大臣の承認を受けずに行った軽微な変更に係るものについては、備考欄に（変）と記載する。

３．事業の成果は、当該事業の施行箇所、延長・面積及び主要工種の施工数量等を可能な限り具体的に記載する。

４．着工・竣工年月日の記載は次表の通りとする。なお、費目が複合している場合の着工年月日は最も早い年月日を、竣工年月日は最も遅い年月日を記入すること。

備 考
執行事
業費
(B)

進捗率
（B/A)

事業費
(控除
額の控
除後)

様式３

令和 年度 完了事業箇所別精算額表

計画名

（単位：円）

番
号
交付対象事
業の名称

着 工
竣 工
年月日

(会計区分) (項) (目)

工事費 事業費
計

要素事業名
(事業箇所)

事業の成果

経費の配分

国費率
交付
金額

交付対
象事業
費(A)





様式５

地方公共団体名

(会計区分) (項) (目) （単位：円）

人件費 旅費 庁費

○○事務所

○○事務所

・・・

小計

１

２ ．「市町村交付決定額」の欄は、当該年度の指導監督の対象となる事業を実施した市町村の交付決定額の合計を記載すること。ただし、指定都市に係るものを除
く。

指導監督交付金精算額調書

指導監督交付金内訳

区分

本庁支出額

出 先
支出額

合計

交付決定額

増△減額

．本表は、東日本大震災復興交付金に係る指導監督交付金についてのみ作成すること。

（記載要領）

計
指導監督の
対象となる
市町村数

市町村交付決定額



様式６（完了箇所図）

都道府県管内図（２０万分の１程度、都道県又は指定市以外の地方公共団体が施行

する事業等にあっては都市計画総括図）に完了箇所を明示し、当該箇所に対象番号を

付したもの。



様式７

番 号

年 月 日

地方整備局長等

都道県知事 あて

報 告 者

（公印省略）

令和 年度東日本大震災復興交付金事業年度終了実績報告書

令和 年 月 日第 号外 件をもって交付金の交付決定の通知を受け

た標記の事業の平成 年度における実績について、補助金等に係る予算の執行の適

正化に関する法律（昭和３０年法律第１７９号）第１４条後段の規定により関係書類

を添え別表のとおり報告します。

（備考）

本文冒頭の交付決定通知の年月日及び番号は、当該報告に係る最も早い交付決定のものを代表と

して記載する。



様式７の別表

(会計区分) (項) (目) （単位：円）

支払済額
支 払
義務額

計Ｂ
Ｂ／Ａ
（％）

（記載要領）
１
２
３

４

５

６

７

令和 年度 東日本大震災復興交付金事業 令和 年度終了実績報告書

番
号

交付決定内容 年度内遂行実績 翌年度繰越分 実施期間

備 考
事業費Ａ

事業費
(控除額
の控除
後)

交付金額

事業費
工事の
進捗率

交付金
受入額

竣 工
（予定）
年月日

計
画
名

要素事業名
(事業箇所)

交付対象
事 業 の
名 称

交付金
不用額

事業費Ｃ 交付金額
Ｃ／Ａ
（％）

着 工
年月日

．合併事業等で精算ができない場合等年度内遂行実績が確定していない場合は、概算額をもって提出し、この場合、６月末日までに確定額をもって再提
出するものとする。

小計

小計

合計

．本表は、会計区分、項、目ごとに作成すること。別葉にする必要はない。
．標題の年度は、事業年度を記載する。
．年度内遂行実績欄の事業費支払済額は、３月３１日までの支払済額を計上し、支払義務額は、出納整理期間における支出義務額を計上する。

．工事の進捗率欄は、工事費のうち本工事費に係る進捗率を記載する。

．翌年度繰越額欄は、確定した繰越額をもって記載する。

．翌々年度へ繰越が行われた場合は、年度内遂行実績は、 の２段書きとする。

翌年度繰越額欄は、 とする。

当初年度執行分

次年度執行分

(翌年度繰越額)

翌々年度繰越額



様式８

番 号

年 月 日

国土交通大臣 あて

申 請 者 名

（公 印 省 略）

残存物件継続使用承認申請書

令和 年度 月 日付け 第 号外 件により東日本大震災復興交付

金の交付決定を受けた別紙残存物件を令和 年度同種の交付金事業等に継続使用し

たいので、承認を得たく申請します。

（備考）

別紙は残存物件調書（様式９）及び残材料調書（様式１０）とする。



様式９

当該年度
保管事務所

翌年度
保管事務所

残存価額
（円）

返納額
（円）

（記載要領）
１

２

３ ．未完了事業に使用しているものは、品名欄に（未）と記載する。
４
５ ．経過期間欄は、第１１備品の使用期間の計算方法により記載する。
６ ．残存価額の算定の基礎となる残存率は、第９交付金の返還 第６項に定める残存価額率表によること。
７

残 存 物 件 調 書

事業
年度

取得事業名
(会計区分)
(項)(目)

国費率 品 名
取得
価額
（円）

取得
年月日

評価
時期

耐用
年数

経過
期間

残存率
(残存
年月日)

残存
価額
（円）

精算分
制度要
綱別表
の番号

継続使用分

．制度要綱別表の番号の欄には、東日本大震災復興交付金制度要綱別表の番号（Ｄ１～Ｄ23）を記載する。

．本表は、使用実績のあった物件で、継続使用をする際に国土交通大臣の承認が必要となるものについて記載する。ただし、精算返納分については、金額の
如何にかかわらず全て記載する。
．本表は、事業年度毎に小計を出し、最下段に各事業年度の合計を記載する。その際の計は継続使用分欄の件数の計と精算返納分の金額の計を記載する。

．一括購入の場合は、取得価額欄及び残存価額欄に割掛額をもって記載し、全体額をその上段に（ ）書する。



様式１０

１

２

．本表には、翌年度事業に使用するもの、又は国に納付するもの如何にかかわらず全て記載し、翌年度事業に使用するものについては、備考欄に使用箇
所及び保管場所等を詳細に記載する。

（記載要領）

．制度要綱別表の番号の欄には、東日本大震災復興交付金制度要綱別表の番号（Ｄ１～Ｄ23）を記載する。

残 材 料 調 書

取得
事業
年度

取得事業名
(会計区分)
(項)(目)

国費率 品 名 形状寸法 数量
取得単価
（円）

金額
（円）

備 考
制度要
綱別表
の番号



様式１１

品 名
事業名及び
事業箇所名

形状・寸法 数量
単価
（円）

売却又は
評価額
（円）

処分費用
（円）

備 考

（記載要領）
本表には、翌年度事業に使用するもの、又は国に納付するもの如何にかかわらず全て記載し、翌年度事業に使用するものについては、備考欄に使用

箇所及び保管場所等を詳細に記載する。

発 生 物 件 調 書



様式１２

年度

取得年月
日

品 名 形状寸法
取得価額
（円）

耐用年数
取得科目

(項目・事業費別)
国費率

交付金事業者
備品台帳番号

保管事務所 備 考

（記載要領）
１．本台帳は事業年度別に別葉とし、交付金事業で取得した残存物件については全て記載する。
２．一括購入に係るものについては、取得価額欄にその合計価額、取得科目欄には主たる科目を記載し、備考欄にその内訳及び金額を記載する。

４．保管事務所の移動があった場合には、備考欄にその旨を記載する。

残 存 物 件 台 帳

３．交付金事業者備品台帳番号欄は、残存物件台帳と交付金事業者の備品台帳とを突合できる方法により記入する。



様式１３

番 号

残存物件継続使用承認書

都道県知事等

令和 年 月 日付け第 号で残存物件継続使用承認申請のあった東日本

大震災復興交付金事業の残存物件については、交付条件により継続使用することを承

認する。

令和 年 月 日

国土交通大臣



様式１４

番 号

東日本大震災復興交付金額確定通知書

都道県知事等

令和 年 月 日付け第 号で完了実績報告のあった東日本大震災復興交

付金事業については、補助金等に係る予算の執行の適正化等に関する法律（昭和３０

） 、 、年法律第１７９号 第１５条の規定により 下記のとおり交付金の額を確定したので

通知する。

令和 年 月 日

地方整備局長等

都道県知事

記

確定金額 円

交付決定金額 円

交付済金額 円

返還金額 円



様式１５

番 号

東日本大震災復興交付金事業是正命令書

都道県知事等

令和 年 月 日付け第 号で完了実績報告のあった東日本大震災復興交

付金事業については、補助金等に係る予算の執行の適正化等に関する法律（昭和３０

年法律第１７９号）第１６条の規定により、下記のとおり是正することを命ずる。

令和 年 月 日

地方整備局長等

都道県知事

記

（例）令和 年度の交付金の交付決定に係る（要素事業名）について現地調査の

際指示した出来高不足については、 月 日までに手直し工事を完了させ

ること。



様式１６

番 号

東日本大震災復興交付金返還命令書

都道県知事等

令和 年 月 日付け第 号で交付金の額を確定した東日本大震災復興交

付金事業については、補助金等に係る予算の執行の適正化等に関する法律（昭和３０

年法律第１７９号）第１８条第２項の規定及び交付条件により、下記のとおり交付金

の返還を命ずる。

令和 年 月 日

地方整備局長等

都道県知事

記

１ 返還金額 円

うち交付金の確定に伴う超過交付額 円

うち残存物件等返還額 円

２ 返還期限 令和 年 月 日



様式１７

債権発生通知書

番 号
令和 年 月 日

歳入徴収官等
官 職 氏 名

官 職 氏 名

下記のとおり債権が発生したので通知する。

記

年度 国土交通省（主・所）管 会計

（部） （款）
債権の種類

（項） （目）返 納 金 債 権

債権金額 履行期限

債務者の住所及び

氏 名 又 は 名 称

債権の発生原因

利率その他利息

に関する事項

延滞金に関する事項

債務者の資産又は業務

の状況に関する事項

担保に関する事項

解除条件

その他必要な事項



様式１８

番 号

年 月 日

国土交通大臣 あて

地方整備局長等

（公印省略）

残存物件継続使用承認申請進達書

東日本大震災復興交付金事業の残存物件について、別添のとおり、下記の地方公共

団体から継続使用申請があり （その内容を確認したところ、不備または不適当なも、

のがないと認められるので ）承認されたく進達します。、

注 （ ）書は、都道県又は指定市が提出した残存物件継続使用承認申請を進達する

場合に記載する。

記

○○県

△△県

（備考）

この進達書とともに、都道県・政令市が提出した残存物件継続使用承認申請（様式８）又は、

都道県知事が提出した残存物件継続使用承認申請（市町村）報告書（様式１９）及びその添付書

類を提出すること。



様式１９

番 号

年 月 日

国土交通大臣 あて

都道県知事

（公印省略）

残存物件継続使用承認申請（市町村）報告書

東日本大震災復興交付金事業の残存物件について、別添のとおり、下記の地方公共

団体から継続使用申請があり、その内容を確認したところ、不備又は不適当なものが

ないと認められるので、承認されたく報告します。

記

○○市

△△市

（備考）

この報告書とともに、市町村が提出した残存物件継続使用承認申請書（様式８）を提出する。



様式２０

番 号

年 月 日

国土交通大臣 あて

地方整備局長等

（公印省略）

東日本大震災復興交付金事業の額確定報告書

標記について、別添のとおり額の確定をしたので報告する。

（備考）

１．東日本大震災復興交付金事業の額の確定総括表（様式２０の別添）を添付する。

２．是正命令を発したものについては、その内容等を付記する。



様式２０の別添

事業費
(控除額の
控除後)

交付金額
事業費

(控除額の
控除後)

交付金額

（記載事項）

１． 事業の執行が二会計年度以上にまたがる場合には、全体額を計上した上、その下行に執行年度別の内訳を記載する。

２． 最下段に地方公共団体の合計額を記載する。

合 計

令和 年度完了東日本大震災復興交付金事業の額の確定総括表

地方公共団体名 年度区分
報告書受理
年 月 日

額の確定
年 月 日

交付決定内容 精算内容

交付金
受入額

国庫補助金
返納額

残存物件
返納額

備考



参考様式第２１

番 号

年 月 日

地方整備局長等 あて

都道県知事

（公印省略）

東日本大震災復興交付金事業額確定（市町村）報告書

標記について、別添のとおり額の確定をしたので報告する。

（備考）

１．東日本大震災復興交付金事業の額の確定総括表（様式２０の別添）を添付する。

２．是正命令を発したものについては、その内容等を付記する。



参考様式第２２

番 号

年 月 日

国土交通大臣 あて

地方整備局長等

（公印省略）

東日本大震災復興交付金事業額確定（市町村）報告に係る報告書

、 、 、標記について 都道県知事より 別添のとおり額の確定をした旨報告があったので

報告する。



様式２３

番 号

年 月 日

地方整備局長等 あて

申 請 者

（公印省略）

東日本大震災復興交付金事業に係る財産処分承認申請書

東日本大震災復興交付金事業により取得（又は効用の増加）した財産を処分したい

、 （ ）ので 補助金等に係る予算の執行の適正化に関する法律 昭和３０年法律第１７９号

第２２条及び「東日本大震災復興交付金事業の実績報告書、残存物件等の取扱い、額

」（ ）の確定及び財産処分承認基準等要領 平成２４年３月３０日付け国官会第３３０１号

第２３の規定により、関係書類を添え下記のとおり、申請します。

記

１ 交付金事業の名称

２ 申請物件の名称

３ 申請物件の所在地

４ 申請物件の数量

５ 申請物件の取得年月日

６ 申請物件の概要

７ 申請物件に係る事業費及び国費

８ 財産処分の内容

（１）財産処分区分

（２）財産処分の相手方

（３）財産処分の目的

（４）財産処分する理由

（５）財産処分後の管理

（６）財産処分の期間

（７）財産処分の対価

（目的外使用及び貸付けにより発生する収益も記載すること）

９ 交付金返還額

10 交付金返還額の算出根拠

11 添付書類（位置図、平面図及びその他参考となる資料）



様式２４

番 号

年 月 日

地方整備局長等 あて

報 告 者

（公印省略）

東日本大震災復興交付金事業に係る財産処分報告書

東日本大震災復興交付金事業により取得（又は効用の増加）した財産を処分したい

、 （ ）ので 補助金等に係る予算の執行の適正化に関する法律 昭和３０年法律第１７９号

第２２条及び「東日本大震災復興交付金事業の実績報告書、残存物件等の取扱い、額

」（ ）の確定及び財産処分承認基準等要領 平成２４年３月３０日付け国官会第３３０１号

第２４の規定により、関係書類を添え下記のとおり、報告します。

記

１ 交付金事業の名称

２ 申請物件の名称

３ 申請物件の所在地

４ 申請物件の数量

５ 申請物件の取得年月日

６ 申請物件の概要

７ 申請物件に係る事業費及び国費

８ 財産処分の内容

（１）財産処分区分

（２）財産処分の相手方

（３）財産処分の目的

（４）財産処分する理由（包括承認となる根拠を明示すること）

（５）財産処分後の管理

（６）財産処分の期間

（ ） （ ）７ 財産処分の対価 目的外使用及び貸付けにより発生する収益も記載すること

９ 添付書類（位置図、平面図及びその他参考となる資料）



様式２５

番 号

年 月 日

地方整備局長等 あて

報 告 者

（公印省略）

東日本大震災復興交付金事業に係る財産処分報告書（間接交付）

東日本大震災復興交付金事業により取得（又は効用の増加）した財産の処分につい

て、間接交付金事業者から承認申請があり、返納金の納付を条件に承認したので、補

助金等に係る予算の執行の適正化に関する法律（昭和３０年法律第１７９号）第２２

条及び「東日本大震災復興交付金事業の実績報告書、残存物件等の取扱い、額の確定

及び財産処分承認基準等要領 （平成２４年３月３０日付け国官会第３３０１号）第２」

５の規定により、関係書類を添え下記のとおり、報告します。

記

１ 交付金事業の名称

２ 申請物件の名称

３ 申請物件の所在地

４ 申請物件の数量

５ 申請物件の取得年月日

６ 申請物件の概要

７ 申請物件に係る事業費及び国費

８ 財産処分の内容

（１）財産処分区分

（２）財産処分の相手方

（３）財産処分の目的

（４）財産処分する理由（包括承認となる根拠を明示すること）

（５）財産処分後の管理

（６）財産処分の期間

（ ） （ ）７ 財産処分の対価 目的外使用及び貸付けにより発生する収益も記載すること

９ 添付書類（間接交付金事業者から都道府県知事への財産処分承認申請書及びそ

の他参考となる資料）



様式２６

番 号

東日本大震災復興交付金財産処分承認書

都道県知事等

令和 年 月 日付け第 号で承認申請のあった東日本大震災復興交付金

事業に係る財産処分については 補助金等に係る予算の執行の適正化に関する法律 昭、 （

和３０年法律第１７９号）第２２条の規定及び「東日本大震災復興交付金事業の実績

報告書、残存物件等の取扱い、額の確定及び財産処分承認基準等要領 （平成２４年３」

月３０日付け国官会第３３０１号国土交通事務次官通知）第２３の規定に基づき （下、

記の条件により ）これを承認する。、

なお、承認に係る処分が完了した場合は、その旨を報告されたい。

令和 年 月 日

地方整備局長等

記

（承認における条件を記載）


